
ZEB/ZEH関連の動向と今後の課題

芝浦工業大学 建築学部 建築学科・教授

秋 元 孝 之

建築設備コミッショニング協会第13期総会 講演会
中央大学 駿河台記念館 285号室（2階), 2017年5月10日(水)



2
（注）部門別最終エネルギー消費のうち、業務部門及び産業部門の一部（非製造業、食料品製造業、他業種・中小製造業）については、産業連関表（2005年実績が最新）

及び国民経済計算等から推計した推計値を用いており、統計の技術的な要因から、業務部門における震災以降の短期的な消費の減少は十分に反映されていない。

【出所】総合エネルギー統計、国民経済計算年報、EDMCエネルギー・経済統計要覧。

 石油危機以降、ＧＤＰは２．５倍に増加したにもかかわらず、産業部門はエネルギー消費量が２割近く減
少。一方、民生部門は大きく増加（業務部門２．９倍、家庭部門２．０倍）。

 我が国のエネルギー需給の安定のためには、民生部門の対策が必要不可欠。

我が国のエネルギーの現状（エネルギー消費状況）



 我が国は、１９７０年代の石油危機以降、官民を挙げて精力的な取組を行った結果、１９７３年から２０１３年
までの４０年間に約４割エネルギー効率を改善、世界的にも最高水準のエネルギー効率を実現。

 ただし、８０年代後半以降は、ＧＤＰ当たりの効率は伸び悩んでおり、一層の対策が求められている。
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約4割改善

【我が国のエネルギー効率
（エネルギー供給量／実質ＧＤＰ）推移】

出所）総合エネルギー統計、国民経済計算年報

【エネルギー効率の各国比較（２０１１
年）】

出所）IEA energy balance of  OECD Countries 2014 Edition 、 IEA energy balance of  
Non-OECD Countries 2014 Edition 、日本経済統計要覧
（注）一次エネルギー供給（石油換算トン）/実質GDPを日本＝1として換算。

我が国のエネルギーの現状（石油危機以降の我が国の省エネ努力）



（出所）（一財）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」を基に作成

業務部門におけるエネルギー消費量と床面積の推移
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エネルギー消費量

床面積

エネルギー消費量／床面積

床面積

エネルギー消費量

エネルギー消費量／床面積

（縦軸は1973年度を１とした場合の指数）） （縦軸は1990年度を１とした場合の指数））
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 大幅にエネルギー消費量が増加している業務部門についてみると、「床面積当たり」のエネルギー消費量は
近年横ばいから改善の傾向が見られる。

 床面積は一貫して増加傾向にある一方、エネルギー消費量は近年減少傾向の状況。

我が国のエネルギーの現状（業務部門のエネルギー消費状況①）



（注）
「総合エネルギー統計」では、1990年度以降、数値の算出方法が変更されている。
（出所）
（一財）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」により推計

 業務部門を９業種に大きく分類すると、かつては、エネルギー消費量のシェアが大きな部門は、ホテル・旅
館や事務所・ビルであったが、近年では、事務所・ビルや卸・小売業のシェアが大きくなっている。

 各設備の建物全体に占めるエネルギー消費割合は、建物用途によって大きく異なる。

（出展）
ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の実現と展開に関する研究会報告書（2009年11
月経済産業省）
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病院では、ウエイトの高い
給湯・空調を重点的に
省エネを行うと効果大。

事務所では、ウエイトの
高い空調・照明を重点的
に省エネを行うと効果大。

我が国のエネルギーの現状（業務部門のエネルギー消費状況②）



家庭部門におけるエネルギー消費量と世帯数の推移
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（出所）（一財）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」を基に作成

（縦軸は、1990年度を１とした場合の指数）（縦軸は、1973年度を１とした場合の指数）

世帯数

エネルギー消費量

エネルギー消費量

エネルギー消費量／世帯数

エネルギー消費量／世帯数

世帯数
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 大幅にエネルギー消費量が増加している家庭部門についてみると、「世帯当たり」のエネルギー消費量は近
年横ばいから改善の傾向が見られる。

 世帯数は一貫して増加傾向にある一方、エネルギー消費量は増加傾向に歯止めがかかり、近年横ばいの状
況。

我が国のエネルギーの現状（家庭部門のエネルギー消費状況①）



冷房

2.5%
暖房

25.3%

給湯

27.6%
厨房

8.5%

動力・照

明他

36.1%
2013年度
38,013ＭＪ

（注）
（出所）（一財）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」を基に作成

 家庭部門のエネルギー消費状況を用途別にみると、冷房用、暖房用、給湯用、厨房用、動力・照明他（家電
機器の使用等）の5 用途に分類できる。

 2013年度におけるシェアは動力・照明（36.1％）、給湯（27.6％）、暖房（25.3％）、厨房（8.5％）、冷房（2.5％）。

世帯当たりのエネルギー消費原単位と用途別エネルギー消費の変化
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少
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我が国のエネルギーの現状（家庭部門のエネルギー消費状況②）
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ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）とは

ZEBとは、快適な室内環境を保ちながら、高断熱化・日射遮蔽、自然エネルギー利用、
高効率設備により、できる限りの省エネルギーに努め、太陽光発電等によりエネルギーを
創ることで、年間で消費する建築物のエネルギー量が大幅に削減されている建築物

年間で消費する建築物のエネルギー量を大幅に削減

昇降機
給湯

空調

換気

照明

昇降機
給湯

空調
換気
照明

削減

エネルギーを極力
必要とせず、上手に使う

＋

エネルギーを創る
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 建築物（事務所、学校、病院、ホテル等）でのエネルギー消費を極力抑え、災害時で
もエネルギー的に自立した建築物として、ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）が注目さ
れている

 我が国の「エネルギー基本計画（2014年4月閣議決定）」において、ZEBの実現・普
及目標が設定されている
– 2020年までに、新築公共建築物等でZEBを実現

– 2030年までに、新築建築物の平均でZEBを実現

 上記の目標を達成するために、（１）ZEBの定義・評価方法、（２）ZEBの実現可
能性、（３）ZEBの普及方策を検討することを目的として、学識有識者やデベロッ
パー・設計事務所・ゼネコンの担当者等で構成されるZEBロードマップ検討委員
会を設置

ZEBの目標とＺＥＢロードマップ検討委員会の設置
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ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）とは

 ZEHは、快適な室内環境を保ちながら、住宅の高断熱化と高効率設備によりできる限
りの省エネルギーに努め、太陽光発電等によりエネルギーを創ることで、１年間で消費す
る住宅のエネルギー量が正味（ネット）で概ねゼロ以下となる住宅

＋
給湯

照明

暖房

冷房
換気

給湯

照明

暖房
冷房
換気

削減

エネルギーを上手に使う

＋

エネルギーを創るエネルギーを極力
必要としない

（夏は涼しく、冬は暖かい住宅）

年間で消費する住宅のエネルギー量が正味で概ねゼロ以下
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 住宅でのエネルギー消費を極力抑え、災害時でもエネルギー的に自立した住宅として、
ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）が注目されている

 我が国の「エネルギー基本計画（2014年4月閣議決定）」において、ZEHの実現・普
及目標が設定されている
– 2020年までに、標準的な新築住宅でZEHを実現

– 2030年までに、新築住宅の平均でZEHを実現

 上記の目標を達成するために、（１）ZEHの定義・評価方法、（２）ZEHの普及方
策を検討することを目的として、大学教授やハウスメーカー・工務店の担当者等で構成
されるZEHロードマップ検討委員会を設置

ZEHの実現目標とZEHロードマップ検討委員会の設置
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ZEBの定義・評価方法（課題）

 一部の先進的な事業者では、ZEB建築物をPRしているものの、各社の定義が異なるこ
とから、需要家からみて比較・評価が困難

 一方、用途や規模等の物理的な制約により、現実味がない定義・目標設定は、業界
関係者のモチベーション低下を招く可能性

 ZEBをどのように評価するのか
– 設計段階、運用段階のどちらで評価するのか

– どの設備が対象になるのか（暖冷房、照明、給湯・・・）
– 高層・規模が大きい建築物では、屋根に太陽光発電をたくさん載せても、厳密な

ZEBの実現が困難ではないか
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ZEBの定義・評価方法（エネルギーを極力必要とせず、上手に使う建築物）

 ZEBの設計段階では、建築計画的な手法（パッシブ手法）を最大限に活用しつつ、
長寿命かつ改修が困難な建築外皮を高度化した上で、設備の効率化を重ね合わせる
ことで、省エネルギー化を図ることが重要

 省エネ基準よりも50％以上の省エネをZEB基準（ZEB Ready）として設定

 上記省エネ率については設計段階で評価する

※計算方法は省エネ基準に従うが、50％省エネの対象は、空調・給湯・換
気・照明・昇降機設備とする。また、再生可能エネルギーによる削減量は
考慮しない。

ZEB
Ready

一般
建築物

昇降機
給湯

空調

換気

照明

昇降機
給湯

空調
換気
照明

50%削減

高効率空調

高効率給湯

高効率換気

高効率昇降
機

高効率照明

エネルギーを上手に使う
日射遮

蔽

自然換気・昼光利用

エネルギーを極力必要としない

＋

高断熱化
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ZEBの定義・評価方法（エネルギーを創る建築物）

 50%以上省エネ（ZEB Ready）を満たした上で、太陽光発電等によりエネルギー
を創ることで、正味でゼロ・エネルギーを目指す

 ただし、高層の大規模建築物等では屋上面積が限られ、エネルギーを創ることに限界が
あるため、評価に考慮することが必要

 正味で75％以上省エネを達成したものをNearly ZEB
正味で100％以上省エネを達成したものをZEB

※100％省エネ、75％省エネの判定方法は省エネ
基準に従うが、その対象は、空調・給湯・換気・照
明・昇降機設備とする。また、再生可能エネルギー
はオンサイト（敷地内）を対象とし、ここでは売電
分も考慮する。（ただし、余剰売電分に限る）

ZEB
（正味で100%以上省エネ）

Nearly ZEB
（正味で75%以上省エネ）

昇降機
給湯

空調
換気
照明

50%削減

ZEB Ready
（50%以上省エネ）



15

ZEBの定義・評価方法（ZEBの定義イメージ）

エネルギー消費量

エ
ネ

ル
ギ

ー
供

給
量

Reference Building

基準一次エネル
ギー消費量

ZEB

Nearly
ZEB

50％以上減

省エネルギー
①負荷の抑制（高断熱化、日射遮蔽等）
②自然エネルギー利用
（再生可能エネルギーを除く）

③設備システムの高効率化

100%以上減
(Net Zero)

75%
以上減

ZEB
Ready

④再生可能エネルギーの導入
エネルギー自立

50%
以上減
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ZEHの定義・評価方法（課題）

 明確なZEHの定義、目標設定がないことから、ハウスメーカー・工務店等にとってはZEH
をアピールできず、消費者側にとってはZEHの理解が進まないのが現状

 ZEHをどのように評価するのか
– 設計段階、運用段階のどちらで評価されるのか

– どのような住宅が対象となるのか

– 壁や屋根等の断熱はどこまで必要か

– どの設備が対象になるのか（暖冷房、照明、給湯・・・）

– 太陽光発電をたくさん載せてもよいのか、余剰電力はどのように評価されるのか

 どうすれば目標を達成したことになるのか
– 「2020年までに、標準的な新築住宅でZEHを実現する」の「標準的な新築住宅」とは何か

– ハウスメーカーや工務店等はどの程度努力すればよいのか
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ZEHの定義・評価方法（エネルギーを極力必要としない住宅）

 今後数十年～半世紀にわたり住宅分野における省エネを確保し、優良な住宅ストック
を形成するためには、竣工後に抜本的改善が困難な躯体の高性能化が重要

 そこで、省エネ基準を強化した高断熱基準をZEH基準として設定
※ηA値、気密・防露性能については、省エネ基準に準拠

高断熱窓高性能断熱材

日射遮蔽

表：外皮平均熱貫流率（UA値）の基準

地域区分 １地域
（旭川等）

２地域
（札幌等）

３地域
（盛岡等）

４地域
（仙台等）

５地域
（つくば等）

６地域
（東京等）

７地域
（鹿児島等）

８地域
（那覇等）

ZEH基準 ０．４ ０．４ ０．５ ０．６ ０．６ ０．６ ０．６ －

省エネ基準 ０．４６ ０．４６ ０．５６ ０．７５ ０．８７ ０．８７ ０．８７ －
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ZEHの定義・評価方法（エネルギーを上手に使う住宅）

 ZEHの「高断熱基準」を満たした上で、快適な室内空間を保ちながら、エネルギーを上
手に使うためには、空調設備、換気設備、照明設備、給湯設備等の高効率化が重要

 躯体の高断熱化と設備の高効率化により、省エネ基準よりも20％以上の省エネを
ZEH基準として設定

給湯

照明

暖房

冷房
換気

給湯

照明

暖房

冷房
換気

20%以上省エネ

＜ZEH＞＜一般住宅＞高効率空調

高効率換気設備

高効率照明

高効率給湯設備

※計算方法は省エネ基準に従うが、20％省エネの対象は、空調・給
湯・換気・照明設備とする。また、再生可能エネルギーによる削減
量は考慮しないが、燃料電池等の効果（消費量）が別途カウント
されているものについては、当該燃料電池による削減量を考慮する。
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ZEHの定義・評価方法（エネルギーを創る住宅）

 ZEHの「高断熱基準」「設備の効率化」で20%以上省エネを満たした上で、太陽光発
電等によりエネルギーを創ることで、正味でゼロ・エネルギーを目指す

 ただし、屋根が小さい・日射が当たりくい住宅では、エネルギーを創ることに限界があるた
め、評価に考慮することが必要

 正味で75％省エネを達成したものをNearly ZEH
正味で100％省エネを達成したものをZEH

ZEH
（正味で100%以上省エネ）

Nearly ZEH
（正味で75%以上省エネ）
※都市部等の市街地に建つ狭小住宅等

※100％省エネ、75％省エネの判定方法は省エネ
基準に従うが、その対象は、空調・給湯・換気・
照明設備とする。また、省エネ基準では自家消
費分のみを考慮するが、ここでは売電分も考慮
する。（ただし、余剰買取における余剰売電分
に限り、全量売電については考慮しない。）
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ZEHの定義・評価方法（ZEHの定義イメージ）

エネルギー消費量

エ
ネ

ル
ギ

ー
供

給
量

Reference House

基準一次
エネルギー消費量

ZEH

Nearly
ZEH

20%以上減

省エネルギー
①負荷の抑制（高断熱化、日射遮蔽等）
②自然エネルギー利用
（再生可能エネルギーを除く）

③設備システムの高効率化

100%以上減
(Net Zero)

75%以上減

④再生可能エネルギーの導入
（容量不問）

エネルギー自立
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ZEHの定義・評価方法（ZEHの目標）

 2020年までに、「標準的な新築住宅でZEH」となるためには、ハウスメーカー、工務店
等が作る新築住宅の過半数がZEHとなっていることが必要。

 この場合において、対象となる住宅は「新築戸建住宅」
– 住宅の設計段階で評価する

– 集合住宅（マンション等）の省エネルギー化も重要であるが、エネルギー消費と比して屋根面
積が限定される等により、ZEHの達成が困難（ただし、集合住宅はZEHを目指さないという
意味ではない）

＜ZEHの目標の対象＞



22

ZEBの普及方策（課題）

ZEBを設計するノウハウは構築・共有されているか

ｰZEBを設計するための技術や設計手法、コスト等が不透明

ZEBは認知されているか
– ZEBを作る、またはテナントがZEBを選ぶことのメリットは何か

（建物・企業価値の向上、光熱費削減、エネルギー自立による防災性能の向上、快適性・知
的生産性の向上等）

– 類似する建築物指標との違いは何か
（認定低炭素建築物等）

ZEBを作る費用を抑えられているか
– 現状では、ZEBのための追加投資は、必ずしも経済合理性に見合うものではない

– ZEBへの投資は建物オーナー（建築主）が負担する一方で、光熱費削減等のメリットはテナン
ト（借主）が得られるというギャップ

– また、テナントビルでは、坪賃料の違いにより、投資可能な規模に限界
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ZEBの普及方策（ZEBロードマップ案）

 検討委員会での議論を踏まえ、ZEBの課題に対する対応の方向性を整理した

定義の確立

ZEBの設計
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成

技術の開発

新築公共建築物
での取組

広報

技術者の育成

目標の設定

ZEBの実現・普及

定義確立 （必要に応じて）定義の見直し

2015
年度

2018
年度

2016
年度

2017
年度

民
間
事
業
者
・

業
界
団
体

国

2019
年度

2020
年度

目
標 ZEBの実現・自律的普及

自主的な行動計画等に基づくデータ収集・進捗管理・定期報告

実証事業 ⇒ ガイドラインの作成

ZEBの広報／ブランド化

低コスト化のための技術開発

ZEBの技術者の育成

新築公共建築物（学校等）で率先的に取組
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ZEHの普及方策（課題）

ZEHは一般消費者に認知されているか
– ZEHに住むことのメリットは何か

（光熱費削減、エネルギー自立による防災性能の向上、快適性・健康性の向上等）

– 類似する住宅指標との違いは何か
（認定低炭素住宅、スマートウェルネス住宅、ライフサイクルカーボンマイナス住宅等）

ZEHを作る／買う費用を抑えられているか
– 現状では、ZEHは一般住宅と比べて割高

– そのため、ハウスメーカー、工務店等がZEH普及の自社目標を設定し、大量生産化・低コスト
化に向けて産業界全体で努力することが重要

– また、それを後押しする役割として、国の期間限定の補助も重要



25

ZEHの普及方策（ZEHロードマップ案）

 検討委員会での議論を踏まえ、ZEHの課題に対する対応の方向性を整理した

定義の確立

事業者の補助

技術者の育成

広報

技術開発

目標の設定

ZEHの普及

ZEHの標準仕様化

定義確立 （必要に応じて）定義の見直し

2015
年度

2018
年度

2016
年度

2017
年度

民
間
事
業
者
・

業
界
団
体

国

2019
年度

2020
年度

目
標

ZEHの自律的普及/
新築戸建住宅の過半数をZEH化

建築補助

ZEH広報／ブランド化

中小工務店等のノウハウ確立

自主的な行動計画等に基づくデータ収集・進捗管理・定期報告

（必要に応じて）限定的な延長



ＺＥＢ化に向けたヒエラルキーアプローチ
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出所）環境共創イニシアチブ「ZEB実証事業 調査研究発表会2016」



米国では50%省エネ設計ガイドが無料で入手可能

27

出所）50 Percent AEDG（The Advanced Energy Design Guide series） Free Downloadページ

小～中規模
事務所ビル

中～大規模
商業施設

大規模
医療施設

教育施設
（幼稚園～高校）

米国暖房冷凍空調学会（ASHRAE）のウェブサイトから、建物用途別の50%省エネ設計ガイド
が無料で入手可能。



日本初のＺＥＢ設計ガイドライン（Ver.0）を作成
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☑設計ガイドライン

☑計算プログラムシート
（建築物省エネ法）

 

☑パンフレット

一般社団法人 環境共創イニシアチブ（以下「ＳＩＩ」）のウェブサイトから、無料でダウンロード可能。
（https://sii.or.jp/zeb/zeb_guideline.html）



ＺＥＢの更なる認知度向上・ノウハウ浸透を目指す
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設計事務所・
ゼネコン・

不動産事業者
（設計担当）

ビルオーナー・
建築家・

意匠設計者・
不動産事業者

提供情報

 ＺＥＢ化の技術の組み
合わせ（設計ノウハウ）

 省エネ効果、追加コスト

 実際の設計事例

 ＺＥＢ化によるメリット
（省エネメリット、執務環
境の改善等）

 ＺＥＢの達成方法、実際
の設計事例

 活用可能な制度等

情報媒体

• 設計ガイドライン

• パンフレット

目的

• ＺＥＢの認知や
関心度の向上

• ＺＥＢのノウハウ
共有

• ＺＥＢの認知や
関心度の向上



コミュニケーションツールとして活用いただきたい
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基本設計・実施設計
設計ガイドラインを活用

建築家、
意匠設計者等

設備設計者

ＺＥＢに必要な
建築計画・設備設計の

コミュニケーション

企画・構想
パンフレットを活用

設計事務所
ゼネコン、建築家

コンサル等

不動産事業者
ビルオーナー

ＺＥＢの提案

ＺＥＢの相談



補助事業の状況を踏まえ、建物用途別に作成
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事務所編

 用途別のエネルギー消費が最大
かつ、Ｈ28年度ＺＥＢ実証事業の申請数が最も多
い

 “中規模”と“小規模”別に作成

老人ホーム・
福祉ホーム編

 Ｈ２８年度ＺＥＢ実証事業の申請数が
事務所に次いで多い

 高齢化を鑑み、将来的な新規建設が想定

スーパーマーケット
編

 用途別のエネルギー消費が事務所の次に大きい

 毎年一定程度の新規出店が見込まれる



これからの環境建築の方向性の一つがＺＥＢ

着目点❶
環境建築の選択肢の一つとして、
ＺＥＢが注目されている

着目点❷
建築物の実態や普及を見据えて、
ＺＥＢの新たな定義が確立された

着目点❸
ＺＥＢの実現・普及は、国の目標
達成に向けて、推進されている

32



ＺＥＢを目指したビルは、多面的な効果をもたらす

33



ＺＥＢ化のポイントは、“負荷抑制・自然エネルギー利用”、
“エネルギーを上手に使う”、“エネルギーを創る”

34



ZＥＢ Ｒｅａｄｙ は決して実現不可能な世界ではない

35

汎用的な最新技術・制御を
上手く組み合わせれば、
ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ が実現可能☟

約10%の建築費の増額で、
ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ が実現可能☟
（モデルビルを対象とした試算例）

（５０％省エネビル）



ケーススタディの詳細（省エネの全体像）
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0

300

600

900

1,200

1,500

基準相当

［MJ/㎡年］

空調

換気

照明

給湯
昇降機

ZEB Ready

空調

換気
照明

給湯
昇降機

（45～50%減）

（50～80%減）

一般的な事務所ビルにおける
一次エネルギー消費量（OA機器等は除く）

 空調が約800MJ/㎡年（ビル全体の約60%を占める）

 照明が約400MJ/㎡年（ビル全体の約30%を占める）

モデルビルでの試算結果

 空調を45～50%省エネ（＝ビル全体で30%省エネ）

 照明を50～80%省エネ（＝全体で15～20%省エネ）

 換気・給湯・昇降機を省エネ



ケーススタディの詳細（省エネの全体像）
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0

250

500

750

1,000

1,250

1,500 100% 105%
99% 97%

62% 59%
54% 53% 52% 51% 50%

91%
84%

70%

高断熱・日射遮蔽 空調の省エネ 照明の省エネ 換気・給湯・昇降機の省エネ



ケーススタディの詳細（外皮仕様）
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検討ケース ケースA：平成28年基準相当 ケースB：ZEB Ready

水平庇（0.6m, 窓上1.4m）
屋根断熱 押出法ポリスチレンフォーム保温板1種50mm 押出法ポリスチレンフォーム保温板3種100mm

外皮

窓仕様

アルミサッシ
二層複層ガラス（Low-E1枚、乾燥空気、日射遮蔽型、中空層
10mm：熱貫流率2.0W/m2K　日射熱取得率0.40）相当

アルミ樹脂複合サッシ
二層複層ガラス（Low-E 1枚、断熱ガス、日射遮蔽型、中空層
12mm：熱貫流率1.6W/m2K　日射熱取得率0.40）相当

-

外壁断熱 押出法ポリスチレンフォーム保温板1種25mm 押出法ポリスチレンフォーム保温板3種50mm



ケーススタディの詳細（空調仕様）
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中央
　COP
　送水温度
　台数
冷却塔・ポンプ
　台数 2 2
個別
　COP
　台数
温度差
制御
台数

室内機

　室内機制御

FCU

　FCU制御

空調機

　空調機制御

水搬送

2

空調

空気搬送

定風量制御 定風量制御

定風量制御
VAV（最小風量比50%）：上記14台全てに導入
外気カット／外気冷房
全熱交換器

4

①冷房能力52kW/台／暖房能力29kW/台（1台）
　　設計最大外気風量6,100m3/h台
②冷房能力41kW/台／暖房能力21kW/台（1台）
　　設計最大外気風量5,100m3/h台
③冷房能力87kW/台／暖房能力43kW/台（5台）
　　設計最大外気風量10,000m3/h台
④冷房能力75kW/台／暖房能力36kW/台（5台）
　　設計最大外気風量8,800m3/h台
⑤冷房能力95kW/台／暖房能力47kW/台（1台）
　　設計最大外気風量11,600m3/h台
⑥冷房能力82kW/台／暖房能力39kW/台（1台）
　　設計最大外気風量10,100m3/h台

①冷房能力52kW/台／暖房能力29kW/台（1台）
　　設計最大外気風量6,100m3/h台
②冷房能力41kW/台／暖房能力21kW/台（1台）
　　設計最大外気風量5,100m3/h台
③冷房能力87kW/台／暖房能力43kW/台（5台）
　　設計最大外気風量10,000m3/h台
④冷房能力75kW/台／暖房能力36kW/台（5台）
　　設計最大外気風量8,800m3/h台
⑤冷房能力95kW/台／暖房能力47kW/台（1台）
　　設計最大外気風量11,600m3/h台
⑥冷房能力82kW/台／暖房能力39kW/台（1台）
　　設計最大外気風量10,100m3/h台

7℃
2ポンプ方式/定流量制御 2ポンプ方式/台数分割/回転数制御（60%）
4 4

定風量制御
定風量制御／外気カット／外気冷房／
全熱交換器（全熱交換率60%）

・冷房能力6.8kW/台／暖房能力6.8kW/台（1台）
　　設計最大外気風量1,020m3/h台
・冷房能力2.7kW/台／暖房能力2.6kW/台（7台）
　　設計最大外気風量360m3/h台

・冷房能力6.8kW/台／暖房能力6.8kW/台（1台）
　　設計最大外気風量1,020m3/h台
・冷房能力2.7kW/台／暖房能力2.6kW/台（7台）
　　設計最大外気風量360m3/h台

冷房 1.10 / 暖房 0.87

冷房 4.1 / 暖房 4.7 冷房 4.1 / 暖房 4.7

2

検討ケース ケースA：平成28年基準相当 ケースB：ZEB Ready

冷却水ポンプ消費電力11kW/台　　冷却塔ファン消費電力5.5kW/冷却水ポンプ消費電力11kW/台　　冷却塔ファン消費電力5.5kW/熱源

4
5℃

①冷房能力5.6kW/台／暖房能力6.3kW/台（1台）
　　設計最大外気風量1,290m3/h台
②冷房能力3.6kW/台／暖房能力4.0kW/台（3台）
　　設計最大外気風量960m3/h台

①冷房能力5.6kW/台／暖房能力6.3kW/台（1台）
　　設計最大外気風量1,290m3/h台
②冷房能力3.6kW/台／暖房能力4.0kW/台（3台）
　　設計最大外気風量960m3/h台

冷房 1.35 / 暖房 0.88
冷房 7 / 暖房 55 冷房 7 / 暖房 55

パッケージエアコンディショナ（空冷式） パッケージエアコンディショナ（空冷式）

吸収式冷凍機（都市ガス） 吸収式冷凍機（冷却水変流量、都市ガス）



ケーススタディの詳細（換気仕様）
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便所
　制御
倉庫
　制御
湯沸室
　制御
機械室
　制御
機械室（1F①）

　制御

機械室（1F②）

　制御

機械室（屋上）

　制御

電気室

　制御

休憩室
　制御

換気

静圧

40%

JIS C4212 高効率モーター
設計風量700㎥/h　定格出力0.146kW

ファン効率 40%

設計風量900㎥/h　定格出力0.188kW

設計風量400㎥/h　定格出力0.083kW

設計風量4,100㎥/h　定格出力0.854kW

設計風量1,100㎥/h　定格出力0.229kW

設計風量2,500㎥/h　定格出力0.521kW

設計風量2,000㎥/h　定格出力0.417kW

-

-

-

-

-

-

送風機

設計風量700㎥/h　定格出力0.146kW
-

-

250Pa 250Pa

設計風量100㎥/h　定格出力0.021kW
JIS C4212 高効率モーター

JIS C4212 高効率モーター／温度制御／
インバータ導入

JIS C4212 高効率モーター／温度制御／
インバータ導入

JIS C4212 高効率モーター／温度制御／
インバータ導入
設計風量2,500㎥/h　定格出力0.521kW

設計風量100㎥/h　定格出力0.021kW

設計風量300㎥/h　定格出力0.063kW

設計風量2,000㎥/h　定格出力0.417kW

設計風量300㎥/h　定格出力0.063kW
JIS C4212 高効率モーター
設計風量900㎥/h　定格出力0.188kW
JIS C4212 高効率モーター／温度制御

JIS C4212 高効率モーター／
インバータ導入
設計風量400㎥/h　定格出力0.083kW
JIS C4212 高効率モーター

-

設計風量1,100㎥/h　定格出力0.229kW

設計風量4,100㎥/h　定格出力0.854kW

検討ケース ケースA：平成28年基準相当 ケースB：ZEB Ready



ケーススタディの詳細（照明仕様）
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検討ケース ケースA：平成28年基準相当 ケースB：ZEB Ready

Hf（4950lm/48W）　台数91台 LED（4950lm/31W）　台数91台

- 在室検知制御

便所 Hf（2400lm/35W）　台数140台 LED（2400lm/7.4W）　台数140台
　制御 -

照明

廊下 Hf（2400lm/35W）　台数258台

　制御 -
事務室の明るさ検知制御／
タイムスケジュール制御／初期照度補正制御

電気室 Hf（4950lm/48W）　台数5台 LED（4950lm/31W）　台数5台
Hf（4950lm×2/95W）　台数1,239台事務室 LED（5040lm/47W）　台数1,625台

Hf（4950lm/48W）　台数7台 LED（4950lm/31W）　台数7台湯沸室
　制御

ロビー
Hf（4950lm/48W）　台数10台 LED（4950lm/31W）　台数10台中央監視室
Hf（4950lm/48W）　台数25台 LED（4950lm/31W）　台数25台更衣室または倉庫

在室検知制御
機械室

LED（2400lm/19.2W）　台数258台
Hf（5500lm/87W）　台数24台 LED（5500lm/19.2W）　台数24台



ケーススタディの詳細（給湯・昇降機仕様）
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検討ケース ケースA：平成28年基準相当 ケースB：ZEB Ready

給湯
自動給湯栓

保温 30mm (<40A) 30mm (<40A)

機器
局所電気貯湯式
（定格加熱能力1.1kW　熱源効率0.37）

局所電気貯湯式
（定格加熱能力1.1kW　熱源効率0.37）

節湯器具 -

制御
昇降機

機器 積載量800kg　速度60m/min 積載量800kg　速度90m/min

交流帰還制御 VVVF（電力回生あり、ギアレス）

検討ケース ケースA：平成28年基準相当 ケースB：ZEB Ready



国の補助事業を活用したＺＥＢ事例の一部を紹介
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【参考】ＺＥＢの事例は年々増加
（新規5件（14年度）→新規16件（15年度）→新規28件（16年度））

44

ゼネコンや大手設計事務所のZEBだけでなく、近年は様々な事業者によるZEB化事例も増加。

出所）SII「ZEB実証事業 調査研究発表会2016」



【参考】事務所や老人・福祉ホームでの事例が多い
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出所）SII「ZEB実証事業 調査研究発表会2016」



ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ を対象とした日本初のＺＥＢ実現マニュアル

着目点❶
省エネ基準に準拠した
計算プログラムでの解説付き
（省エネ効果、コスト目安あり）

着目点❷
再生可能エネルギーや
運用時の留意事項を掲載（参考）

着目点❸
実際の設計事例の掲載

46

ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ のモデルビルを参考

（５０％省エネビル）



設計ガイドラインの使い方

①省エネの全体像を確認

 設備ごとの1次エネルギー原単位、ZEB要素技術採用による削減例を参照

②コストの全体像を確認

 ZEB Ready 実現に向けたケーススタディを参照

③技術の留意事項やコラムで確認

④計算プログラムでの反映方法を確認

 Before（基準相当）とAfter（ZEB Ready相当）のWeb計算入力例を参照

⑤計算プログラムを活用して省エネ計算

 事例集やWebプログラム計算シートを参照

⑥再生可能エネルギーや運用時の留意事項を確認

計算プログラムは、国立研究開発法人建築研究所：http://www.kenken.go.jp/becc/index 
FAQは、（一社）日本サステナブル建築協会：http://lowenergy.jsbc.or.jp/top/faq/building/building_enecon 
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設計ガイドラインの使い方（１/６）

まずは、省エネの全体像を確認（☞２章）
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0

300

600

900

1,200

1,500

基準相当

［MJ/㎡年］

空調

換気

照明

給湯
昇降機

ZEB Ready

空調

換気
照明

給湯
昇降機

（45～50%減）

（50～80%減）

一般的な事務所ビルにおける
一次エネルギー消費量（OA機器等は除く）

 空調が約800MJ/㎡年（ビル全体の約60%を占める）

 照明が約400MJ/㎡年（ビル全体の約30%を占める）

モデルビルでの試算結果

 空調を45～50%省エネ（＝ビル全体で30%省エネ）

 照明を50～80%省エネ（＝全体で15～20%省エネ）

 換気・給湯・昇降機を省エネ



設計ガイドラインの使い方（２/６）

あわせて、コストの全体像を確認（☞２章）
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建物全体での概算費用
の増額率は110%
 空調設備（空調＋換気）

では161%
 電気設備（照明）

では117%

※ただし、経済状況に伴う物価変動や
建物仕様の変更等により、概算費用結
果も変動する可能性がある。

※また、ZEB Ready を超えるビルを設

計する上では、省エネ効果が高いが初
期費用も高い建築的手法（アトリウム
やボイド等による自然換気や昼光利
用）の導入も検討する必要性がある。

②増額分の個別計算結果

100%
（3,521百万円）

110%
（3,873百万円）

増額分
（百万円）

増額含む概算費用
B：ZEB Ready
（百万円）

増額率

建築工事仕上（高断熱／日射遮蔽） 68 1,108 107%
空調設備（空調＋換気） 160 423 161%
電気設備（照明） 56 393 117%
衛生設備（給湯） 1 191 100%
昇降機 0 69 100%
仮設 22 244 110%
土工 0 111 100%
地業 0 144 100%
躯体 0 741 100%
諸経費 45 449 111%

合計 352 3,873 110%

A. 平成28年基準相当 B. ZEB Ready

①JBCI2016における
一般事務所 関東･東京圏
の平均的なデータ

②仮設、仕上、空調、
電気、衛生、諸経費等
の増額分を個別計算

出所）公益社団法人 日本建築積算協会の協力のもと、
ZEBロードマップ フォローアップ委員会による試算結果に基づく

内

訳



設計ガイドラインの使い方（３/６）

設計に応じて、技術の留意事項やコラムを確認（☞３～４章）
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技術の導入目的

空調負荷を抑制する
 外皮断熱計画は室内と屋外の境界（外皮）における熱の出入りの抑制を目的としており、無断熱の
建物に比べてはるかに少ないエネルギーで室内の温熱環境を快適にすることができる。

 また、太陽からの日射により取得されるエネルギー（日射取得熱）と内部発熱は、断熱がされてい
なければ短時間のうちに外へ逃げてしまうが、断熱化を図ることで室温を上昇させるための有効な
エネルギーとして使うことができる。

 一方、夏期には断熱化によって熱の侵入を防ぐことがねらいにあるが、日射取得熱や内部発熱が室
内にこもってしまう恐れもあるため、自然通風利用の併用についても考慮する必要がある。

自然室温を維持する
 外皮の断熱水準が上がるほど室温は外気温の影響を受けにくくなり、冬期は非暖房室でも暖房室か
らの熱の流入や日射取得熱・内部発熱により室温が上がり、より高い室温を維持することができる。

壁や床、窓の表面温度を室温に近づける
 一般に、ある空間における体感温度は周囲の窓・壁・床等の表面温度（平均放射温度）と室温の平
均とされているが、断熱化によって躯体の表面温度を室温に近づけ、体感温度と室温との温度差を
小さくすることで十分な暖かさや涼しさを感じることができる。

 また、床をはじめとした断熱性能の強化（断熱材の設置および漏気の防止）により、床の表面温度
を上げることで室内の上下温度差や温度むらを小さくすることができる。

屋上からの日射熱を遮り、最上階室の暑さを和らげる
 夏期の水平面は、多量の日射熱を受ける。そのため、夏期の屋上スラブ面の温度は60～70℃にも達
する。屋上スラブ面の断熱を強化することで、屋上が受けた日射熱が室内に入ることを防ぎ、最上
階室の暑さを和らげることが可能である。

3章 建築省エネルギー技術（パッシブ技術）

3.1 外皮断熱

3章 パッシブ技術 外気負荷 換気の目的で導入される外気と室内の温度差
により熱負荷となる。室外が室内より涼しい
中間期は逆に熱負荷が緩和される。

照明負荷 照明機器は光とともに熱も
発し、冷房の熱負荷となる。

人体負荷

人体は、代謝、蒸泄や呼吸
により、室内に熱や水分を
放出している。

内部発熱

PC、コピー機等で利用さ
れた電気は、最終的に熱と
して室内に放出される。

日射負荷・
日照取得

冷房時は日射が熱負荷となり、
暖房時には負荷を軽減する。

外皮負荷

室内外の温度差に比例して、
壁を介して熱が移動する。
断熱性能を高めることで、
外皮負荷が低減する。

外皮断熱技術の高性能化に向けたアプローチ

 外皮断熱技術は、建築物に係る熱負荷の抑制に寄与するものである。

 熱負荷とは、室内温度を一定に保つために処理しなくてはならない熱量を指し、一般的には、外皮
負荷、日射負荷・日照取得、外気負荷等の外部の気象条件に応じて時々刻々と変化するものと、照
明負荷、機器発熱、人体負荷等、室内側の利用状況に起因するものとに大別される。

出所）丹羽英治『エネルギー自立型建築』工作舎／2013年

基準相当
高断熱・日射遮蔽

+高効率熱源
+流量制御
+空調制御

+照度適正化
+高効率照明

+照明制御
+高効率電動機

+送風量制御
+省エネ給湯

+省エネ昇降機

PAL*の削減率の分布

 補助事業（ZEB実証事業）の申請案件においては、PAL*の削減率の平均値は25.2%である。
 用途別では、事務所、老人・福祉ホームにおいて、PAL*の削減率の高い事例が多い。
 また、PAL*の削減率で30%を超える事例の中では新築物件が多い。これは新築の方が既築改修に比
べて設計の自由度が高く、高断熱化が容易であるためと考えられる。

出所）「ZEB実証事業 調査研究発表会2016」一般社団法人 環境共創イニシアチブ

補助事業（ZEB実証事業）の申請案件における
PAL*の削減率の分布Column

PAL*と空調一次エネルギー消費量の関係

 補助事業（ZEB実証事業）の申請案件の分布によると、外皮の高断熱化により、PAL*が下がると、
空調一次エネルギー消費量原単位も下がる傾向にある。このことは、パッシブ技術とアクティブ
技術の組み合わせが重要となることを示唆している。



設計ガイドラインの使い方（４/６）

計算プログラムでの反映方法を確認（☞３～４章）
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AFTER （ZEB Ready 相当）BEFORE （基準相当）

例）外壁や屋根の断熱材の性能や厚さを変更☟

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

外壁名称 壁の種類 熱貫流率 建材番号 建材名称 厚み 備考

[W/㎡K] [mm]
(選択) (選択) (選択)

R1 外壁 室内側

70 ロックウール化粧吸音板 12
62 せっこうボード 10
302 非密閉空気層
41 コンクリート 150 普通コンクリート
47 セメント・モルタル 15
102 FRP 5
47 セメント・モルタル 15
181 押出法ポリスチレンフォーム　保温板　1種 50
41 コンクリート 60 普通コンクリート

室外側
W1 外壁 室内側

62 せっこうボード 8
302 非密閉空気層
181 押出法ポリスチレンフォーム　保温板　1種 25
41 コンクリート 150 普通コンクリート
47 セメント・モルタル 25
67 タイル 10

室外側
FG1 接地壁 室内側

101 ビニル系床材 3
47 セメント・モルタル 27
41 コンクリート 150 普通コンクリート

室外側

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

外壁名称 壁の種類 熱貫流率 建材番号 建材名称 厚み 備考

[W/㎡K] [mm]
(選択) (選択) (選択)

R1 外壁 室内側

70 ロックウール化粧吸音板 12
62 せっこうボード 10
302 非密閉空気層
41 コンクリート 150 普通コンクリート
47 セメント・モルタル 15
102 FRP 5
47 セメント・モルタル 15
183 押出法ポリスチレンフォーム　保温板　3種 100
41 コンクリート 60 普通コンクリート

室外側
W1 外壁 室内側

62 せっこうボード 8
302 非密閉空気層
183 押出法ポリスチレンフォーム　保温板　3種 50
41 コンクリート 150 普通コンクリート
47 セメント・モルタル 25
67 タイル 10

室外側
FG1 接地壁 室内側

101 ビニル系床材 3
47 セメント・モルタル 27
41 コンクリート 150 普通コンクリート

室外側



設計ガイドラインの使い方（５/６）

計算プログラム（７章またはＥｘｃｅｌシート）を活用して省エネ計算
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＊記載は、あくまでモデルビルでの事例であるため、各自の案件に合わせ、
設備・数値等を変更し、ZEBを目指す対策の一助としていただきたい



設計ガイドラインの使い方（６/６ ※余力があれば）

再生可能エネルギーや運用時の留意事項を確認（☞５～６章）
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 ZEBの推進には、建物の屋上だけでなく、壁面にも太陽光発電システムを導入し、建築物のエネル
ギー自給率を高めることが重要である。しかし、建物壁面への設置は、太陽電池モジュールから周
囲への太陽光反射による光害等が発生することがあるため、導入においては検討が必要である。こ
れまでNEDOとカネカは、太陽電池モジュール表面の凹凸構造によって光散乱させ正反射を低減さ
せるとともに、太陽電池モジュールの内部に光を閉じ込める技術を用いて発電効率を高めた低反射
モジュールを開発し、カネカ ソーラーエネルギー事業部技術センター実証棟において、モジュール
の表面構造の最適化等の評価を進めている。

 また、同社は、「太陽光発電多用途化実証プロジェクト」で、防眩機能を有し、意匠性を高めた壁
面設置型の低反射環境配慮型太陽光発電システムを大成建設技術センター内に設置し、発電特性等
を確認する実証試験を実施している。

 本システムは、壁面設置型の大きな課題である光害対策のための防眩機能を有し、また多彩な色を
つけることで意匠性を高め、フレームレスで設置することが可能となっている。本実証試験では、
色の自由度を高めた多彩な低反射モジュールの光を閉じ込める技術により、年間日射の大半が斜入
射となる建物壁面設置の太陽光発電システムにおいて、年間発電量の向上を実証する計画である。
本取組により、ZEBを実現する光害対策等の設置環境に配慮し、景観に調和した意匠性の高い壁面
設置型の太陽光発電システムの実用化を目指している。

壁面に設置したさまざまな色の低反射モジュール

出所）国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構ニュースリリース（2016年2月25日）

建材一体型の再生可能エネルギー技術の実証（例）：
壁面設置型の太陽光発電システムColumn

年間エネルギー収支ゼロを達成

 大成建設のZEB実証棟では、2014年6月の運用開始から2015年5月までの1年間で、エネルギー消費
量は一般的な建物の1/4程度となる463MJ/（㎡・年）、創エネルギー量は493MJ/（㎡・年）とな
り、建物単体での年間エネルギー収支0（ゼロ）を達成した。ZEBの達成は国内都市部における単体
建物として初であり世界的にも希少な先進事例といえる。

ZEB化採用技術の効果を実証

 大成建設独自のセンシング技術と、新たに開発した採光装置、光環境の新しい概念を利用した照明
制御技術等により、超省エネルギーと快適性の両立が確認された。また、次世代型高効率燃料電池
の排熱を利用したタスクアンドアンビエント空調システムの効果、有機薄膜太陽光発電による創エ
ネルギー効果等、建物に導入した様々な技術の実測データ収集・分析を行い、事前のシミュレー
ション通りのゼロエネルギーの達成が確認された。

出所）大成建設ウェブサイト

運用面も含めた事務所ビルのZEB化事例Column



ＺＥＢの実現と普及に向けて

ＺＥＢ設計ガイドラインは今後もアップデートを予定

設計ガイドライン、パンフレットに加え、計算プログラムシートを
操作していただき、“どの技術を導入すれば、どの程度、ＺＥＢ
に近づくのか”について、理解を深めていただきたい

設計ガイドラインの継続的なアップデートに向けた、有識者
からのフィードバックをお願いしたい（既に以下のような声も）

 「ZEB Ready相当」だけでなく、「基準相当」のEXCELも公開してほしい

 計算プログラムで評価できない先進的な技術に関して、任意評定の解説等
の情報についても触れてほしい

 コージェネやバイオエネルギー利用技術にも触れてほしい 等
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住宅・ビル等の省エネ性能表示

55
出典：国土交通省「建築物省エネ法の概要」説明資料



住宅版BELSの開始
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ガイドラインにおける第三者認証制度の一つとしてBELSが
位置づけられることとなった。
これに伴ってBELS制度においても対象建築物を住宅に拡充
する等の改正が行われた。

【非住宅用ラベル】 【住宅・共同住宅等用ラベル】 【非住宅・複合建築物用ラベル】



BELSの5段階の星マークレベル

57
出典：住宅性能評価・表示協会「ＢＥＬＳ（建築物省年ルギー性能表示制度）」説明資料

 用途により星マークのレベルが異なり、非住宅の方が高い性能を求めら
れる。

 基準の数値はBEI。
BEI ＝ 設計一次エネルギー消費量÷基準一次エネルギー消費量
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BELSの普及状況

出典：住宅性能評価・表示協会HP
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平成28年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業
 ZEHロードマップに基づき、ZEHの自立的普及を目指して高断熱
外皮、高性能設備と制御機構等を組み合わせ、ZEHを新築する、
ZEHの新築建売住宅を購入する、または既築住宅をZEHへ改修
する者に補助金を交付する。

 補助金額および上限額
①補助対象住宅

一戸あたり 定額 125万円
寒冷地特別外皮強化仕様の住宅
一戸あたり 定額 150万円

②蓄電システム
蓄電容量 1kWh当たり5万円
蓄電システムの補助額上限：
本体および設置工事費の合計の1／3または50万円の
いずれか低い金額
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ZEHビルダー登録制度（2017.5現在 約5,700社）

 ZEHビルダーは、自社のZEH（Nearly ZEHを含む）が占める割
合を2020年度までに50％以上となるZEH普及目標を自社のホー
ムページや会社概要などで公表して、これの実現に努めることが要求
される。

 ZEHビルダーは、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業の申請者
が新築（または既築改修）するZEHの設計や建築工事および新
築建売住宅を受注する立場となる。

 ZEHビルダーが設計、建築または販売を行う住宅であることが申請
の要件となる。

 ZEHビルダーがZEH（Nearly ZEHを含む）の普及に向けた活
動を行っていない場合や、不適切と判断されると、ZEHビルダー登録
を抹消される。
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平成29年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業
 ZEHビルダーが設計、建築または販売を行う住宅であること。
平成28年度に登録を受けたZEHビルダーのうち、ZEHビルダー実
績報告書を未提出のZEHビルダーが関与する住宅は補助対象外

 省エネ性能表示（BELS等、第三者認証を受けているもの）にて、
ZEHであることを示す証書を取得すること。

 補助金額および上限額
①補助対象住宅

一戸あたり 定額 75万円
寒冷地特別外皮強化仕様の住宅

Nearly ZEHについて も同額
②蓄電システム
実効容量 1kWh当たり4万円
蓄電システムの補助額上限：
本体の1／3または40万円のいずれか低い金額
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住宅版BELS（ゼロエネ相当）の表示イメージ
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ZEHマーク、ZEHビルダーマークの表示イメージ

「ZEHマーク」
ZEHそのものとZEHに資する建材・住宅設備を象徴するもの。

「ZEHビルダーマーク」
ZEHビルダーを象徴するために開発されたもの。

（平成29年3月 経済産業省資料）
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 「ZEB設計ガイドライン」や自社が有する「ZEB
や省エネ建築物を設計するための技術や設計知
見」を活用して、一般に向けて広くZEB実現に向
けた相談窓口を有し、業務支援（建築設計、設備
設計、設計施工、省エネ設計、コンサルティング
等）を行い、その活動を公表する。

 登録されたZEBプランナーをホームページで公表
する。

 政府は登録されたZEBプランナーの情報を基に
ZEBの普及に向けた更なる施策を検討する予定。

ZEBプランナーとは
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①ZEB相談窓口
「ZEB相談窓口」を設けて、ZEBの実現に係る具体事例の
紹介や概要案内など広報活動を実施する。

②ZEBプランニング支援
設計（建築設計、設備設計等）、設計施工、コンサルティ
ング等（省エネプランニングに係るコンサルティング、省
エネ事業に係る知見を有するファイナンス等）などZEBプ
ランニングに係る業務を受注する。

③ZEBプランニング業務に関する取組みの公表
「実績」「今後の取組み計画」を自社ホームページ等で公
表するとともに会社概要または一般消費者の求めに応じて
表示できる書類等で明記する。
無償で業務提供することを条件とするものではない。

ZEBプランナーの役割
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ZEBプランナーの役割と建築主との関係

出所）環境共創イニシアチブ「ZEB実証事業 HP
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 「ZEBロードマップ」の意義に基づき、自らの
ZEB普及目標やZEB導入計画、ZEB導入実績を一
般に公表する先導的建築物のオーナーのこと。

 登録されたZEBリーディング・オーナーをホーム
ページで公表する。

 登録されたZEBリーディング・オーナーの情報を
基にZEBの普及に向けた更なる施策を検討する予
定。

ZEBリーディング・オーナーとは
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 自らのZEBに関連する取組み及び、中長期のZEB
導入計画と目標について報告、情報発信する。

①自らが所有するZEBの公表
自らが所有するZEBについて、報告、公表する。

②自らが有するZEB導入計画の公表
具体的な計画として有している「ZEB新築計
画」または「既存建築物のZEB化改修計画」に
ついて報告、公表する。

③中長期のZEB導入計画と目標の公表
2030年までの中長期のZEB導入計画と導入目
標について報告、公表する。

ZEBリーディング・オーナーの役割
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ZEBリーディング・オーナー登録制度の目的

出所）環境共創イニシアチブ「ZEB実証事業 HP



対 象 提示する温度指標の候補
入 浴 時 の
事故

血圧上昇 急激な温度変化 冬季入浴時刻帯における
居間、廊下、脱衣室・浴室
の温度差

血圧低下 熱い湯、長時間入浴

※寒い住宅の居住者は暑い
湯に長時間入浴する傾向

冬季の居間の気温

循 環 器 系
疾患

高血圧 朝の室温が10℃低いと血圧
が 4mmHG 上 昇 （ 収 縮 期 血
圧）
足元室温１℃低下で1mmHG
上昇

冬季起床時刻の寝室の室
温

冬季の居間、寝室の床近
傍の温度

呼 吸 器 系
疾患 肺炎等 就寝中の低温空気の吸入 冬季夜間寝室の室温

活動量 温度変化、温度
差による歩数減

室温変化、室間温度差10℃
で1400歩/日減

生活時間帯での居間にお
ける室温変動

睡眠効率 冬季就寝中の寝室の平均
室温

深部体温 体温低下による
免疫力低下

高断熱住宅転居で起床時体
温上昇

冬季就寝中の寝室の平均
室温

SWH 住環境と健康部会資料より作成

家庭内事故、疾患等と関連する温度指標の検討
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【背 景】
厳しい寒さによる病死の40%が循環器系疾患、33%が呼吸系疾患の原因
・血圧上昇（高血圧性疾患リスク増大）→脳卒中
・肺の抵抗弱体化（肺感染症リスク増大）→肺炎
・血液の濃化（冠状動脈血栓症リスク増大）

【指 針】

指針温度 備 考

◎
推奨温度

21℃ ・ 昼間の居間の最低推奨気温

○
許容温度

18℃ ・ 夜間の寝室の最低推奨気温

△ 16℃未満 ・ 呼吸器系疾患に影響あり

△ 9～12℃ ・ 血圧上昇、心臓血管疾患のリスク

× 5℃ ※低体温症を起こすハイリスク

イギリスの例：冬期住宅内温度指針
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SWH 住環境と健康部会資料より作成



・日本では、依然として断熱性能が低いストック住宅の割合が高い。

・築２０～３５年の住宅について、生活スタイルの変化や中古住宅流
通を契機とした省エネ改修を想定し、ケーススタディを実施。

→高齢二人世帯：子どもの独立によって１階を中心に生活
→子育て世帯 ：中古住宅を購入し、住宅全体をグレードアップ

・改修前：
昭和55年省エネ基準相当

・改修後
部位別に現行省エネ基準に適合

・BEST住宅版を用いたシミュレーション
にて、省エネ性、健康性の改善効果
を評価

スマートウェルネス化に向けた省エネ改修

概ね
築２０～
３５年
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省エネ性・健康性評価と改修コスト試算の例
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改修パターン 改修部位 改修方法
①1･2F
窓改修

1･2階全窓 内窓設置

②1･2F
窓・床改修

1･2階全窓 内窓設置
1階床下 床下充填断熱工法（GW）（床下気流止工事含む）

③1･2F
全体改修

1･2階全窓 内窓設置
1階床下 床下充填断熱工法
１･2階外壁 外壁内張断熱工法（XPS）（内装復旧含む）
1 階 下 屋 部 天
井

小屋裏吹込み断熱工法（GW）（小屋裏気流止工
事含む）

2階天井 小屋裏吹込み断熱工法（GW）（小屋裏気流止工
事含む）

玄関ドア 断熱玄関ドアに交換
台所勝手口 カット工法によるサッシ交換

※部位の改修仕様は、部位ごとに、現行の省エネ基準を満たす仕様を想定。
２人世帯は上表のうち、それぞれ１階部分を対象に改修。

コスト試算に向けた部位別の改修工法
＜４人世帯の例＞



省エネ性・健康性評価と改修コスト試算の例
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暖かさの得点、一次エネルギー、改修コストの評価
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改修コスト [千円]

■ 2人世帯（高齢世帯が１階を改修）
■ 4人世帯（子育て世帯が１・２階全体を改修）

改修前
窓改修

窓＋床改修

改修前

１階全体改修

１･２階
全体改修

窓＋床改修
窓改修

改修前

窓改修
窓＋床改修

１階全体改修

改修前

窓改修
窓＋床改修

１･２階
全体改修

注）改修コスト：材工・経費共税抜き、2009年度2010年度岩村アトリエ調査による。



LEED CASBEE

OFFICE

健康性

快適性 安全性

建築物の環境性能を評価する認証制度

☑人は生涯の約9割を建築空間内で過ごす
☑オフィスの総運用コストの9割は人件費
☑良い空間は知的生産性の向上に値する

一方で・・・

求められている

「人間フォーカス」の動き

BREEAM

健康・快適な空間であると評価できる
世界的な“物差し”

WELL Building standard 認証制度 (WELL認証)

人間の健康や快適性・生産性の向上を目的に
オフィスビルなどを評価する制度。

Health＆Wellbeingシステムを使用して評価する。

概要



WELL Building standard認証制度 （WELL認証）

人間の健康や快適性・生産性の向上を目的に
オフィスビルなどを評価する制度。

・米国のDelos Living社の創始者ポール・シャッラ氏の提唱により
2008年頃から準備。

・建築、医学、経営学、その他さまざまな分野の既往研究や専門家の知見
を得て、公益企業IWBI(International WELL Building Institute)から
2014年10月20日にv1.0として正式公開され、スタート。

健康とウェルネス基準
の割合が100％

Health＆Wellbeing
世界で初めての健康とウェルビーイング(Health＆Wellbeing)に
焦点を当てた空間・建築の評価システム。

Wellbeing…健康な心身や社会生活を得て、より積極的・創造的な

健康生活を目指し、維持・発展させようとする
生活行動や心の持ち様。

アメリカ、中国、オーストラリアなど20カ国、354件の登録。

認証は世界でまだ20件のみ(2017年4月)、日本は0（登録件数1件）。

Health＆Wellbeingシステムを使用して評価する。

概要

http://kenplatz.nikkeibp.co.jp/atcl/bldcolumn/14/660654/120800016/?SS=imgview&FD=1422774646
http://kenplatz.nikkeibp.co.jp/atcl/bldcolumn/14/660654/120800016/?SS=imgview&FD=1422774646


画像: https://www.wellcertified.com/our-standard

WELLのコンセプト
空気 水 栄養 光

フィットネス 快適性 心

呼吸に適した
空気

高品質でアクセ
スの良い飲み水

不養生の制限と
より良い食生活

利益を生む昼光
と照明の利用

日常生活と運動
の統合

気が散らない
快適な作業場 心の健康戦略



評価項目

LEED
• エネルギーと大気

• 水の効率的利用

• 室内環境品質

• 持続可能な敷地

• 材料と資源

• 革新性

• 地域における重要項目

WELL
• 空気(AIR)
• 水(WATER)
• 快適性(COMFORT)
• 光(LIGHT)
• 栄養(NOURISHMENT)
• フィットネス(FITNESS)
• 心(MIND)

New!!



評価の着眼点

• 数値 • 数値

• ポリシー

• 照明・日照グレアコント
ロール

• 演色性はCRI80以上

LEED WELL

光についてみてみると・・・



WELL認証のための必須項目

• AIR
“認証範囲内は電子たばこも含め禁煙”

• NOURISHMENT

“食堂には2種以上の砂糖無添加のフルーツと、

生野菜を置く”

“アレルゲンの表示”

• FITNESS
“月に1回はトレーニングプログラムを実施する”



WELL認証のための加点項目

• AIR
“害虫対策として、ペットフードも含め密閉容器に保存”

• NOURISHMENT
“ベジタリアン向けやピーナッツ、卵などのアレルギー

フリーの特別食は最低一食ずつ用意する”

• MIND
“ボランティア活動に参加する従業員に有給休暇という

選択肢を与える”



WELL認証レベル

画像: https://www.wellcertified.com/about-iwbi

シルバー
必須項目：100％達成

ゴールド
必須項目：100％達成
加点項目：40%達成

プラチナ
必須項目：100％達成
加点項目：80%達成



New & Existing Building 41+61=102点
新築/既存ビル一棟

New & Existing Interior 36+64=100点
インテリア（新築ビルの一部フロア） or 既存ビル一棟テナント

WELLの認証システムの種類

Core& Shell コンプライアンス 26+30=56点
ベースビル一棟のスペックに対する承認（認証ではない）

後のNew & Existing Interiorを容易にするもの

パイロット版
小売（独立店舗、テナント店舗）、集合住宅、レストラン、商業キッチン

ジム、空港、コンベンション・センター、スタジアム

＊現在（2017年4月）、日本語版は公開されておらず、 下記リンク先に英語版の様々な資料が無料公開されている
https://www.wellcertified.com/resources/certification



WELL認証取得のメリット

1. 従業員やクライアントの環境改善

2. 投資対効果(ROI)の向上

3. 業界リーダー性と企業認知度の向上(CC)

4. 知的生産性の向上

5. 従業員満足度(ES)の向上と維持

出典:「WELL Presentation (English) | International WELL Building Institute」
http://www.wellcertified.com/node/301

Return on Investment

Corporate Communications

Employee Satisfaction



86

気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）
（フランス パリ, 2015年11月30日～12月12日）

出所：全国地球温暖化防止活動推進センター

日本は民生部門の
CO2排出量を2030年
までに4割削減する目
標を掲げている。

実現のためには更なる
省エネ化の促進が必
要となる。

戸建て住宅に加えて
集合住宅の対策も求
められる。

新築に加えて
ストックの性能向上も
重要となる。
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